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○岐南町学童保育条例施行規則  

平成８年３月22日  

規則第３号  

改正  平成９年３月24日規則第８号  

平成14年３月12日規則第６号  

平成17年３月31日規則第12号  

平成19年１月19日規則第２号  

平成19年12月28日規則第20号  

平成23年３月29日規則第10号  

令和元年12月24日規則第29号  

令和２年４月10日規則第14号  

令和２年６月22日規則第15号  

令和２年９月24日規則第17号  

（趣旨）  

第１条  この規則は、岐南町学童保育条例（平成８年岐南町条例第６号。以下「条

例」という。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。  

（定義）  

第２条  この規則において使用する用語は、児童福祉法（昭和 22年法律第164号。）

又は条例において使用する用語の例による。  

（開設人数）  

第３条  条例第３条で定める人数は、年度当初５人以上とする。  

（休室日）  

第４条  学童保育室（以下「保育室」という。）の休室日は、次のとおりとする。た

だし、町長が必要と認めた場合は、休室日を変更し、又は臨時に休室することがで

きる。  

(１ ) 日曜日  

(２ ) 国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178号）に規定する休日  

(３ ) 年末年始（12月29日から翌年１月３日までの日）（前号の休日を除く。）  

（開設時間）  

第５条  保育室の開設時間は小学校の放課後から午後７時までとし、羽島郡町立小・

中学校管理規則（平成26年郡二町教委規則第４号）に規定する夏季休業日、秋季休
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業日、冬季休業日、学年末及び学年始め休業日（以下、「長期休業日」とい

う。）、土曜日並びに臨時休業日は最長午前７時から午後７時までとする。ただ

し、町長が必要と認めた場合は、変更することができる。  

（指導員）  

第６条  指導員は、保育室に入室した学童の指導をする。  

（入室の申請等）  

第７条  学童を保育室に入室させようとする保護者は、学童保育室入室申請書（様式

第１号）に、学童が条例第５条に規定する監護に欠ける状態であることを証する書

類を添付し、町長に提出しなければならない。  

２  土曜日学童保育の利用を希望する児童の保護者は、土曜日学童保育申請書（様式

第２号）を町長に提出しなければならない。  

３  町長は、前２項の規定による申請があったときは、その要否を決定し、学童保育

室入室決定・却下通知書（様式第３号）により当該保護者に通知するものとする。  

（退室の手続）  

第８条  保育室を退室させようとする保護者は、学童保育室退室届（様式第４号）を

町長に提出しなければならない。  

（長期欠席の手続）  

第９条  保育室を１か月以上３か月以内の期間において長期欠席させようとする保護

者は、学童保育室長期欠席届（様式第５号）を町長に提出しなければならない。  

（申請内容及び決定内容の変更等の申請）  

第10条  第７条に規定する申請内容又は決定内容について変更が生じたときは、学童

保育利用変更申請書（様式第６号）を町長に提出しなければならない。  

２  町長は、前項の規定による申請があったときは、その要否を決定し、学童保育利

用変更決定・却下通知書（様式第７号）により当該保護者に通知するものとする。  

（届出）  

第11条  保護者は、次の各号のいずれかに該当する場合は、学童保育状況変更届（様

式第８号）を町長に提出しなければならない。  

(１ ) 学童又は保護者の住所、氏名又は家族構成に変更があったとき。  

(２ ) 保護者の勤務先、送迎者又は送迎時刻等に変更があったとき。  

（保育料）  

第12条  条例第９条の規定により定める保育料の月額は、別表第１のとおりとする。  
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２  前項の規定にかかわらず、長期休業日及び土曜日における保育料は、別表第２の

とおりとする。  

３  保育料の納付期限は、当月分にあっては当月末日（ 12月にあっては町長が指定す

る日）、長期休業日分にあっては次の各号に掲げる期日とする。ただし、納付期限

が土曜日、日曜日又は休日（国民の祝日に関する法律に規定する休日をいう。以下

この項において同じ。）に当たる場合にあっては、その直後の土曜日、日曜日又は

休日でない日とする。  

(１ ) 学年始め休業日  ４月30日  

(２ ) 夏季休業日  ８月31日  

(３ ) 秋季休業日  10月31日  

(４ ) 冬季休業日  １月31日  

(５ ) 学年末休業日  ３月31日  

４  月又は長期休業日の中途において、入室し、退室し、長期欠席し、又は利用日に

欠席する場合については、当該月又は長期休業日の期間分の保育料全額を納付しな

ければならない。ただし、町長は、保護者の責めに帰すことのできない事由によ

り、学童保育室を利用できなくなったときは、その一部又は全部を返還することが

できる。  

（保育料の減免）  

第13条  条例第10条の規定により保育料の減額又は免除を受けようとする者は、年

度ごとに、学童保育料減免申請書（様式第９号）に、減免理由を証する書類を添え

て町長に提出しなければならない。  

２  町長は、前項による申請があったときは、その実態を調査し、減免の可否を学童

保育料減免決定（却下）通知書（様式第 10号）により申請者に通知するとともに、

減免を必要と認める者に対しては、次の各号のとおり減免を行うものとする。  

(１ ) 生活保護法（昭和25年法律第144号）による保護を受けている世帯  次項に

定める減免の対象期間における保育料の全額  

(２ ) 前号に掲げるほか、町長が特別の理由があると認める世帯  次項に定める減

免の対象期間における保育料のうち、町長が適当と認める額  

３  減免の対象期間は、次の各号に定めるところによる。  

(１ ) 前項第１号による減免に該当する世帯  第１項の規定による申請があった日

の属する月の翌月（長期休業日にあっては申請があった日後の直近にその初日を



4/20 

迎える長期休業日）から当該理由が消滅した日の属する月又は長期休業日まで  

(２ ) 前項第２号に該当する世帯  町長が適当と認める期間  

４  第２項の規定によって保育料の減免を受けた者は、その理由が消滅した場合にお

いては、直ちに学童保育料減免理由消滅届（様式第 11号）により町長に届け出なけ

ればならない。  

５  町長は、減免の理由が消滅したにもかかわらず、前条に規定する届を提出しない

とき、又は申請の理由等に虚偽の事実があると判断したときは、当該減免の決定を

取り消すとともに、学童保育料減免決定取消通知書（様式第 12号）により、その旨

を保育料の減免を受けている者に通知するものとする。この場合において、当該減

免を受けている者は、既に減免をした保育料の全部又は一部を納付しなければなら

ない。  

（その他）  

第14条  この規則に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。  

附  則  

（施行期日）  

１  この規則は、平成８年４月１日から施行する。  

（新型コロナウイルス感染症拡大防止に係る保育料の特例）  

２  新型コロナウイルス感染症拡大防止を目的として、町長が学童保育の利用自粛を

要請した場合における保育料の減免その他必要事項は、第 13条の規定にかかわら

ず、町長が別に定めるところによる。  

（学童保育実施日数の変更に伴う保育料の特例）  

３  保育料について、新型コロナウイルス感染症の影響により学童保育実施日数が急

遽変更となる場合は、条例及びこの規則の規定にかかわらず、次の各号に掲げる場

合に応じ、当該各号に定めるところによる。ただし、算出された額に 10円未満の端

数があるときは、これを切り捨てるものとする。  

(１ ) 保育料の月額  次のア及びイに掲げる場合に応じ、当該ア及びイに定める額  

ア  長期休業日が含まれなくなった月  5,000円  

イ  別表第１で定める保育料／当該月の変更前の学童保育実施日数×当該月の変

更後の学童保育実施日数  

(２ ) 長期休業日における保育料の額  別表第２で定める保育料／当該月の変更前

の長期休業学童保育実施日数×当該月の変更後の長期休業学童保育日数  
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附  則（平成９年規則第８号）  

この規則は、平成９年４月１日から施行する。  

附  則（平成14年規則第６号）  

この規則は、平成14年４月１日から施行する。  

附  則（平成17年規則第12号）  

この規則は、平成17年４月１日から施行する。  

附  則（平成19年規則第２号）  

この規則は、平成19年４月１日から施行する。  

附  則（平成19年規則第20号）  

この規則は、平成19年12月28日から施行する。  

附  則（平成23年規則第10号）  

この規則は、平成23年４月１日から施行する。  

附  則（令和元年規則第29号）  

（施行期日）  

１  この規則は、令和２年４月１日から施行する。  

（準備行為）  

２  町長は、この規則の施行の日前においても、事業の利用に関し、必要な準備行為

をすることができる。  

附  則（令和２年規則第14号）  

この規則は、公布の日から施行する。  

附  則（令和２年規則第15号）  

この規則は、公布の日から施行する。  

附  則（令和２年規則第17号）  

（施行期日）  

１  この規則は、令和３年４月１日から施行する。  

（準備行為）  

２  町長は、この規則の施行の日前においても、事業の利用に関し、必要な準備行為

をすることができる。  

別表第１（第12条関係）  

期間  保育料  

４月  4,000円  
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７月  3,000円  

８月  1,500円  

10月、12月、１月、３月  4,500円  

それ以外の月  5,000円  

別表第２（第12条関係）  

区分  期間  保育料  延長料金  

午前７時か

ら午前８時

まで  

午後５時か

ら午後６時

まで  

午後５時から

午後７時まで  

長期休業日学童

保育  

学年始め休業日  1,800円  700円  700円  1,200円  

夏季休業日  9,100円  2,200円  2,200円  3,300円  

秋季休業日  1,300円  600円  600円  800円  

冬季休業日  1,300円  400円  400円  500円  

学年末休業日  1,300円  400円  400円  600円  

土曜日学童保育  １日  500円  
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様式第１号（第７条関係）  

様式第２号（第７条関係）  

様式第３号（第７条関係）  

様式第４号（第８条関係）  

様式第５号（第９条関係）  

様式第６号（第10条関係）  

様式第７号（第10条関係）  

様式第８号（第11条関係）  

様式第９号（第13条関係）  

様式第10号（第13条関係）  

様式第11号（第13条関係）  

様式第12号（第13条関係）  

 


